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第２回 新型コロナウイルス感染症  に関する
中小企業の実態調査 　　《結果報告》　　

’20年4～9月売上高前年同月比（全業種）

■ ア ▲80％以上

■ イ ▲79～50％

■ ウ ▲50％未満

■ エ ほぼ横這い

■ オ 増加

■ オ 未回答

10％

24％24％

39％39％

21％21％

5％5％
1％1％

’20年4～9月売上高前年同月比（製造）

11％

27％27％

43％43％

15％15％

4％4％
■ ア ▲80％以上

■ イ ▲79～50％

■ ウ ▲50％未満

■ エ ほぼ横這い

■ オ 増加

■ オ 未回答

’20年4～9月売上高前年同月比（非製造）

10％

21％21％

36％36％

26％26％

5％5％
■ ア ▲80％以上

■ イ ▲79～50％

■ ウ ▲50％未満

■ エ ほぼ横這い

■ オ 増加

■ オ 未回答

2％2％

○調査概要
・調査実施機関：大阪府中小企業団体中央会
・調 査 趣 旨：�新型コロナウイルス感染症による売上への影響や新たな取組み、今後の事業の方向性を把握する
・調 査 期 間：令和２年10月19日～11月２日
・調 査 対 象：本会会員組合所属企業
・回答企業数：1,542社（製造業：700社、非製造業：842社）

○業績・事業への影響

１．４月～９月の売上高前年比、72％が減少と回答

　新型コロナウイルス感染症の拡大が続き、多くの企業に打撃を与えている。今年４月から９月までの�
期間、対前年売上高が減少したと回答した割合は、72.3％であった。当会が今年５月に実施した調査時には
86.7％であり、若干の回復があったかのように見える。しかし、売上の減少幅については33.5％が前年比
50％以上の減少と回答しており（前回調査時は19.5％）、影響はより深刻さを増している。
　製造業では79.7％が減少と回答し、50％以上減少したと回答した割合は37.4％、非製造業においては
66.7％が売上減少と回答、50％以上の減少と回答した割合は30.6％であった。

２．今期　売上高の見込み、前年比80％以下が45％

　今期の売上高見込については、72.1％が減少と回答、前年比80％以下が45.0％、前年比50％以下とした
回答も10.3％あった。全業種では前年比50～80％に留まるとした回答が最も多く34.7％、製造業では
37.7％、非製造業では32.4％であり、両者には差が見られる。

業種別、売上減少の状況
（％）

区　　　分
製造 非製造

計 小計 食料品・飲料 木材・木製品 紙・紙加工品 繊維 化学 金属 機械 その他 小計 建設 輸送・通信 卸・小売 印刷 旅行 飲食・サービス その他

ア ▲80％以上 10.2 10.7 12.1 15.0 17.0 8.5 19.4 7.2 5.4 12.5 9.9 7.2 9.2 11.1 15.6 100.0 7.1 8.9

イ ▲79～50％ 23.3 26.7 29.3 40.0 20.5 31.9 16.1 27.9 21.6 27.5 20.7 20.3 24.6 23.4 11.1 0.0 28.6 16.0

ウ ▲50％未満 38.8 42.3 25.9 15.0 47.7 44.7 41.9 48.7 45.9 35.0 36.1 29.7 47.7 39.8 44.4 0.0 35.7 30.2

エ ほぼ横這い 21.2 14.6 22.4 5.0 12.5 4.3 3.2 14.7 24.3 17.5 26.3 35.6 10.8 18.1 24.4 0.0 28.6 37.9

オ 増加 5.0 4.5 10.3 0.0 1.1 10.6 19.4 1.1 2.7 6.7 5.4 5.4 6.2 5.8 4.4 0.0 0.0 4.7

未回答 1.2 0.5 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.4 0.0 0.8 1.7 1.8 1.5 1.7 0.0 0.0 0.0 2.4

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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　一方、ほぼ横這いまたは増加とした回答も26.7％あり、コロナウイルス感染症の影響が軽微であった�
企業もある事がわかる。特に、非製造業区分の「建設業」で41％、「その他」では43.8％がほぼ横這い�
または増加と回答している。

今期の売上高の見込み（非製造）

10％

32％32％

25％25％

26％26％

5％5％
■ ア 50％以下

■ イ 50％超～80％

■ ウ 80％超～95％未満

■ エ ほぼ横這い

■ オ 増加

■ オ 未回答

2％2％

今期の売上高の見込み（全業種）

10％

35％35％

27％27％

22％22％

5％5％
■ ア 50％以下

■ イ 50％超～80％

■ ウ 80％超～95％未満

■ エ ほぼ横這い

■ オ 増加

■ オ 未回答

1％1％

今期の売上高の見込み（製造）

11％

38％38％
30％30％

16％16％

4％4％
■ ア 50％以下

■ イ 50％超～80％

■ ウ 80％超～95％未満

■ エ ほぼ横這い

■ オ 増加

■ オ 未回答

1％1％

３．深刻化する市場縮小

　４月から11月までのコロナ禍による
影響・課題については、54.5％が「市
場縮小（需要減少）」を挙げた。次いで
「営業活動や販売活動が出来ない」
（37.6％）、「取引・受注・予約等のキャン
セル・延期」（30.2％）の順であった。
　コロナウイルスの影響により様々な活
動が制限を受ける中、あらゆる市場にお
いて需要が減少し、多くの事業者が為す
術もない状況に追い込まれている。

業種別、今期の売上高の見込み（前期比）
（％）

区　　　分
製造 非製造

計 小計 食料品・飲料 木材・木製品 紙・紙加工品 繊維 化学 金属 機械 その他 小計 建設 輸送・通信 卸・小売 印刷 旅行 飲食・サービス その他

ア 50％以下 10.3 11.0 10.3 25.0 5.7 21.3 6.5 10.6 2.7 13.3 9.8 8.1 23.1 7.8 8.9 100.0 14.3 10.1

イ 50％超～80％ 34.7 37.7 36.2 45.0 28.4 42.6 12.9 43.4 40.5 35.0 32.4 28.8 38.5 35.9 35.6 0.0 57.1 24.9

ウ 80％超～
　　95％未満 27.1 30.3 22.4 20.0 52.3 25.5 51.6 27.5 27.0 23.3 24.7 19.8 18.5 32.0 26.7 0.0 7.1 18.9

エ ほぼ横這い 21.7 15.9 20.7 10.0 12.5 4.3 16.1 15.8 24.3 19.2 26.0 36.0 13.8 17.5 22.2 0.0 21.4 37.3

オ 増加 5.0 4.4 10.3 0.0 1.1 6.4 12.9 2.3 2.7 6.7 5.5 5.0 4.6 5.6 6.7 0.0 0.0 6.5

未回答 1.2 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 2.7 2.5 1.6 2.3 1.5 1.1 0.0 0.0 0.0 2.4

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

'20年4月～現在のコロナ禍による影響・課題
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（54.5％）（54.5％）

（37.6％）（37.6％）
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（2.5％）（2.5％）

841

580

466

418

254

241

167

139

82

38

市場縮小（需要減少）

営業活動や販売活動ができない

取引・受注・予約等のキャンセル・延期

展示会・商談会・イベントの中止・延期

取引先の休業・事業縮小による事業推進難

資金繰りの悪化

特になし

出勤の制限による事業推進難

人材確保難

その他

○今後の展望・事業展開

１．最大懸念事項は既存顧客と需要の動向

　今後の事業における最大懸念事項については、38％が「既存顧客・需要の回復」と回答している。�
次いで「新規顧客・販路の開拓」「取引先・関係先の休廃業・倒産」がそれぞれ11％であった。
　一方で、「事業の継続（倒産・廃業の可能性）」「借入金の返済」と答えた割合はそれぞれ３％と比較的低い。
これは、苦しい状況にあっても財務面での余力が残っている、あるいは金融機関が十分な支援を行っている
かいずれかの可能性が高いと考えられる。
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今後の最大懸念事項（全業種）

38％

5％

8％8％

8％8％

11％11％
11％11％

6％6％
3％3％
3％3％

2％2％ ■ ア 既存顧客・需要の回復
■ イ 新しい生活様式（3密対策）への対応
■ ウ 新規顧客・販路の開拓
■ エ 取引先・関係先の休廃業・倒産
■ オ 人材の確保
■ カ 資金繰りへの不安
■ キ 借入金の返済
■ ク 事業の継続（倒産・廃業の可能性）
■ ケ 雇用の維持
■ コ 既存仕入・調達の回復
■ サ 仕入・調達先の開拓
■ シ 特になし
■ ス その他

1％1％

今後の最大懸念事項（製造）

42％

5％

7％7％

7％7％

9％9％
11％11％

7％7％

4％4％
3％3％

2％2％
■ ア 既存顧客・需要の回復
■ イ 新しい生活様式（3密対策）への対応
■ ウ 新規顧客・販路の開拓
■ エ 取引先・関係先の休廃業・倒産
■ オ 人材の確保
■ カ 資金繰りへの不安
■ キ 借入金の返済
■ ク 事業の継続（倒産・廃業の可能性）
■ ケ 雇用の維持
■ コ 既存仕入・調達の回復
■ サ 仕入・調達先の開拓
■ シ 特になし
■ ス その他

1％1％1％1％

今後の最大懸念事項（非製造）

34％

4％

10％10％

9％9％

12％12％
11％11％

5％5％
3％3％
4％4％

3％3％
■ ア 既存顧客・需要の回復
■ イ 新しい生活様式（3密対策）への対応
■ ウ 新規顧客・販路の開拓
■ エ 取引先・関係先の休廃業・倒産
■ オ 人材の確保
■ カ 資金繰りへの不安
■ キ 借入金の返済
■ ク 事業の継続（倒産・廃業の可能性）
■ ケ 雇用の維持
■ コ 既存仕入・調達の回復
■ サ 仕入・調達先の開拓
■ シ 特になし
■ ス その他

1％1％2％2％

２．対策は新規顧客の開拓と新商品開発

　今後強化する取り組みについては、
57.1％の回答者が「新規顧客の獲得」を
挙げた。次いで30.1％が「新商品・新製品�
・新サービスの開発」を挙げている。
　また、19.6％の回答者が「特になし」
としているが、前設問の結果からすると、
既存顧客への対応強化がここに含まれて
いる可能性がある（本設問の選択肢に�
既存顧客への対応は含まれていない）。

３．新事業への取り組みは困難であるが、新たな市場機会を見出す企業も存在

　新たな社会環境の中で取り組む新事業
については、55.5％が「特になし」と
回答した。
　非常事態の中、新事業に取り組む余裕
など無い、手が回らないという企業が�
過半数であるという実情を示す結果で�
ある。
　次に多かったのは「衛生環境用品、設備、
サービス」（13.6％）、続いて「テレワーク
用の機器・サービス」（12.2％）であり、
経済活動が停滞する中でも、今後も高ま
るであろう感染症対策やテレワークに�
関する需要に機会を見出していることが
わかる。

今後強化する取り組み

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000100

（57.1％）（57.1％）881

（30.1％）（30.1％）464

（19.6％）（19.6％）302

（12.5％）（12.5％）193

（11.3％）（11.3％）175

（9.3％）（9.3％）143

（4.9％）（4.9％）76

（3.2％）（3.2％）49

新規顧客の獲得

新商品・新製品・新サービスの開発

特になし

新分野への進出

異業種との連携

新事業の立ち上げ

調達先の分散化

その他

新たな社会環境の中で取り組む新事業

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

（55.5％）（55.5％）856

（13.6％）（13.6％）209

（12.2％）（12.2％）188

（11.4％）（11.4％）176

（5.4％）（5.4％）83

（4.7％）（4.7％）73

（4.7％）（4.7％）73

（3.2％）（3.2％）50

特になし

衛生環境用品、設備、サービス

テレワーク用の機器・サービス

情報セキュリティ、個人情報の保護、管理

出向、雇用シェアなど人材の流動化

その他

キャッシュレスサービス

宅配、デリバリー
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○支援策等の活用状況

１．支援金・助成金の活用状況

　支援金・助成金の活用状況について
は、41.3％が持続化給付金を受給して
いる。また、雇用調整助成金は33.6％
が受給している。これらは制度上活用し
やすく、また比較的申請が簡単に出来る
ため利用率が高いと考えられる。
　次いで「利用なし」が24.4％となって
いる。売上減少状況との関係では80％
以上減少と回答したうちの26.6％、79
～50％としたうちの12.3％、50％未満
としたうちの15.9％が「利用なし」と
しており、各種支援が必ずしも必要とさ
れる企業に届いていない可能性が示され
ている。

支援金・助成金の活用状況

0 100 200 300 400 500 600 700

（41.3％）（41.3％）637

（33.6％）（33.6％）518

（24.4％）（24.4％）376

（23.7％）（23.7％）366

（14.9％）（14.9％）230

（9.3％）（9.3％）144

（8.8％）（8.8％）136

（4.2％）（4.2％）65

（2.8％）（2.8％）43

（2.3％）（2.3％）35

（1.9％）（1.9％）30

持続化給付金（国）

雇用調整助成金

利用なし

制度融資（国）

家賃支援給付金

制度融資（府）

大阪府休業要請外支援金

ものづくり・商業・サービス補助金

大阪府休業要請支援金

その他

働き方改革推進支援助成金（テレワークコース）

２．支援金・助成金の主な使途

　支援金・助成金の主な使途について
は、43.3％が「人件費以外の事業上の
運転資金」、42.7％が「人件費」と回答
している。

※支援金・助成金を利用しなかった割合
売上前年同月比 支援金・助成金を利用しなかった割合
▲80％以上 26.6％
▲79～50％ 12.3％
▲50％未満 15.9％
ほぼ横這い 45.6％
増加 53.2％
未回答 22.2％

支援金・助成金の主な使途

0 100 200 300 400 500 600 700 800

（43.3％）（43.3％）667

（42.7％）（42.7％）658

（8.2％）（8.2％）126

（6.2％）（6.2％）95

（3.9％）（3.9％）60

（3.8％）（3.8％）58

（2.9％）（2.9％）45

（1.4％）（1.4％）21

人件費以外の事業上の運転資金

人件費

賃料・リース料

将来に備えて貯金

事業者の生活費

その他

わからない

水道光熱費
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２．約６割が何らかの雇用調整を実施

　実施した雇用調整として21.5％が
「残業規制」を挙げた。続いて16.8％
「一時休業」、13.4％が「賃上げの抑制」
を挙げている。
　一方で「実施せず」としたのは46.2％
で、５割以上の企業で何らかの雇用調整
が行われたことが明らかとなった。

○雇用状況

１．人材は半数が不足、４割が充足

　人材不足感については、40％が「充足」と回答した。「不足」（14.0％）、「やや不足」（36％）の合計は
50％となり、コロナウイルス感染症の影響が続く中でも人材不足感は続いている。
　なお、「やや過剰」「過剰」は合わせて7.7％であった。

人材不足感（全業種）

■ ア 不足

■ イ やや不足

■ ウ 充足

■ エ やや過剰

■ オ 過剰

■ オ 未回答

14％

36％36％
40％40％

7％7％

3％3％

人材不足感（製造）

■ ア 不足

■ イ やや不足

■ ウ 充足

■ エ やや過剰

■ オ 過剰

■ オ 未回答

10％

38％38％
40％40％

9％9％

2％2％1％1％

人材不足感（非製造）

■ ア 不足

■ イ やや不足

■ ウ 充足

■ エ やや過剰

■ オ 過剰

■ オ 未回答

17％

34％34％39％39％

6％6％4％4％

雇用調整の実施状況

0 100 200 300 400 500 600 700 800

（46.2％）（46.2％）713

（21.5％）（21.5％）332

（16.8％）（16.8％）259

（13.4％）（13.4％）206

（5.1％）（5.1％）79

（4.6％）（4.6％）71

（3.4％）（3.4％）53

（3.0％）（3.0％）47

（2.9％）（2.9％）44

（1.4％）（1.4％）22

（0.9％）（0.9％）14

（0.5％）（0.5％）8

（0.5％）（0.5％）7

（0.2％）（0.2％）3

実施せず

残業規制

一時休業

賃上げの抑制

賃下げ／一時金のカット

採用抑制

非正規社員の解雇・雇止め・契約不更新

その他

退職不補充

配置転換

出向、転籍

希望退職者募集による退職

内定取消

正社員の解雇

○ICT導入状況

１．ICT導入の状況

　ICT導入状況（アンケートの選択肢は
テレワークやwebミーティング、非対面
ビジネスに関連する項目に限られる）で
は、55.4％の回答者が「まだ導入して
いない」との結果であった。
　以下、回答が多い順に、「オンラインで
の社内会議・研修」（19.1％）、「従業員へ
のPCやWi-Fi等の機器支援」（18.0％）、
「オンラインでの商談等の営業活動」
（16.7％）、「在宅勤務（テレワーク）」
（14.4％）との結果であった。

ICT導入の状況

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

（55.4％）（55.4％）855

（19.1％）（19.1％）295

（18.0％）（18.0％）278

（16.7％）（16.7％）257

（14.4％）（14.4％）222

（5.4％）（5.4％）84

（4.5％）（4.5％）70

まだ導入していない

オンラインでの社内会議・研修

従業員への PCやWi-Fi 等の機器支援

オンラインでの商談等の営業活動

在宅勤務（テレワーク）

WEBでの採用面接

ECサイト等のオンラインでの販売



特　集

特　　集

調査・研究

組合情報

大 阪 府
中 央 会
お知らせ

大 阪 府
中 央 会
主な実施
事　　業

○まとめ
　調査の結果は、コロナウイルス感染症の影響は甚大であり、市場の縮小・需要の減少が著しいことを示す
ものであった。
　さらに調査終了後には国内での感染が拡大、「第３波」に直面する事態となっており、状況はさらに悪化
していると考えられる。収束の見通しが立たない中、当分の間市場の回復は絶望的であるといえる。
　収束までの間、企業の自助努力による対策が求められるのは当然であるが、影響の長期化により限界を�
迎える企業が増加することは明らかである。給付金・助成金のさらなる充実等、多方面にわたる支援の拡大
が求められる。

２．ICT導入の効果

　ICT導入の効果については、47.5％が
「特になし」と回答した。ただし「特に
なし」と回答したうち、前問で「まだ導入
していない」と答えた割合は82.3％で
ある。何らかの形態で導入したと答えた
うち、「特になし」とした回答は14.5％
に留まり、85.5％では効果があったと
の結果となった。
　実施を前提とした回答では、「非常事態
での事業継続が可能」（14.6％）、「施設費�
・交通費等のコストが減少」（13.2％）
が多かった。

３．ICT導入の課題

　ICT導入の課題としては、36.6％が
「自宅など職場以外では業務遂行が困難」
と回答した。続く上位の回答は、24.6％
が「特になし」、「十分なコミュニケー�
ションができない」（20.2％）、「知識・
ノウハウを持つ社内人材の不足」（20.1
％）、「情報漏洩・セキュリティが不安」
（18.4％）であった。

ICT導入の効果

0 100 200 300 400 500 600 700 800

（47.5％）（47.5％）733

（14.6％）（14.6％）225

（13.2％）（13.2％）204

（10.7％）（10.7％）165

（7.3％）（7.3％）113

（4.3％）（4.3％）66

（4.2％）（4.2％）64

（3.1％）（3.1％）48

（2.4％）（2.4％）37

（0.7％）（0.7％）11

特になし

非常事態での事業継続が可能

施設費・交通費等のコストが減少

業務の生産性が向上

顧客対応のスピードアップ

従業員の新たな能力の発見

その他

企業イメージの向上

商談等の機会が増加

採用できる職員の条件拡大

ICT導入の課題

0 100 200 300 400 500 600

（36.6％）（36.6％）

（24.6％）（24.6％）

（20.2％）（20.2％）

（20.1％）（20.1％）

（18.4％）（18.4％）

（15.9％）（15.9％）

（12.8％）（12.8％）

（7.9％）（7.9％）

（6.7％）（6.7％）

（5.9％）（5.9％）

（2.7％）（2.7％）

（1.8％）（1.8％）

565

379

312

310

283

245

197

122

103

91

41

27

自宅など職場以外では業務遂行が困難
特になし

十分なコミュニケーションができない
知識・ノウハウを持つ社内人材の不足

情報漏洩・セキュリティが不安
ＩＴ機器やソフトウエア等のコスト増加
従業員の労務管理や人事評価が困難

業務の生産性低下
社内制度・規程などが対応できない

既存手法に固執する社内体質
ＩＴ化に対する顧客・取引先の理解が得られない

その他


